
令和 7 年 3 月

令和 7 年度 令和 16 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,750 円 3,007 円

2,750 円 2,753 円

2,750 円 3,069 円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　浴場汚水については、従量使用料のみの使用料体系となっています。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和３年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和３年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

14.4人／ha

　２か所　（富土地区・夫婦浦地区）

無

処 理 区 数 　２処理区　（富土地区・夫婦浦地区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　実施していません。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和４年度 令和４年度

令和５年度 令和５年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　基本使用料と従量使用料の使用料体系となっています。
　公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業と同じ使用料体系となっています。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　一般家庭用と同じ使用料体系となっています。

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

一部適用

日南市漁業集落排水事業経営戦略

　　　　富土地区　　 平成14年度（22年）
　　　　夫婦浦地区　平成12年度（24年）

日南市

漁業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　別添のとおり（令和４年度決算数値により作成）

職 員 数 　職員数　１９名（うち４名が漁業集落排水事業に従事）

　建設部下水道課
　管理係、施設係、工務係、浄化槽係

　活用していません。

　活用していません。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

処理区域内人口の予測

　宮崎県生活排水処理基本計画及び日南市生活排水処理基本計画に基づき、市全体の人口を予測（引用：H27国立社会保障・人口問題研究所予測）しており、
毎年約1.5％減少する見込みです。漁業集落排水処理区域内の人口も、毎年約1.3％減少する見込みです。

有収水量の予測

　処理区域内の人口が毎年減少する見込みであるため、有収水量についても、毎年減少する見込みです。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　活用していません。

　活用していません。

 イ　指定管理者制度

　処理施設の維持管理業務

民 間 活 用 の 状 況



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

　漁業集落排水事業は、地域住民の生活環境の維持、加えて、当該集落に隣接する漁港周辺の水質保全のために必要不可欠なものであり、今後も安定的な事業
運営を続ける必要がありますが、独立採算で運営ができないため、収支不足分については、一般会計補助金に頼っている状況です。
　事業運営の課題として、処理区域内人口は平成21年度352人から、令和５年度は230人と減少しており、今後も使用料収入の減少が見込まれます。また、処理施
設については、供用開始後20年以上経過し、特に電気及び機械設備は耐用年数を超過しているため、更新費用の増加が見込まれます。
　このような状況から、本事業の将来像や運営方針を明確化し、効果的、効率的な事業運営を行う必要があるため、下記の項目を重点的に取り組みます。

〇令和元年度に策定した「漁業集落排水処理施設機能保全計画」に基づき、更新工事を実施します。
〇施設の維持管理経費を抑えるとともに、施設の長寿命化を図りながら適切な経営を行います。
〇経営状況を把握し、適正な経営管理を行い、一般会計補助金の抑制に努めます。

使用料収入の見通し

　処理区域内の人口及び有収水量が毎年減少する見込みであるため、使用料収入についても、減少する見込みです。
　なお、使用料の見直しについては、原則5年毎に検証することとしています。

施設の見通し

　施設については、平成14年度までに整備を完了し、供用開始後20年以上経過していることから、機能保全計画に基づき更新工事を実施します。
　なお、今後も耐用年数を超過した設備等が増加するため、更新に係る経費が増加することが予測されます。

組織の見通し

　特にありません。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

〇投資の目標に関する事項
　処理施設の計画的な更新を行います。
〇管きょ、処理場等の建設・更新に関する事項
　漁業集落排水処理施設機能保全計画に基づき、処理施設にある電気及び機械設備等の更新を行います。
〇広域化・共同化・最適化に関する事項
　予定はありません。
〇投資の平準化に関する事項
　平均約2,400万円/年の事業費で整備を行います。
〇民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　予定はありません。
〇防災・安全対策に関する事項
　予定はありません。
〇その他
　予定はありません。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

○財源の目標に関する事項
　投資活動については、国庫補助金を活用し、不足する分について企業債等にて賄います。
○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　令和元年度に使用料改定を行っています。公共下水道事業に合わせて、約３２％の使用料改定を見込んで、収支計画を策定しています。
○企業債に関する事項
　建設改良費のうち国庫補助金を除いた残りの部分を計画しています。
○繰入金に関する事項
　地方債の償還財源及び使用料をもって不足する維持管理費の財源として、一般会計補助金を計上しています。
○資産の有効活用に関する事項
　予定はありません。

〇民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFI）
　予定はありません。
○職員給与費に関する事項
　今後、現在と同水準で推移するものとして計画しています。
○動力費に関する事項
　今後、現在と同水準で推移するものとして計画しています。
○修繕費に関する事項
　今後、現在と同水準で推移するものとして計画しています。
○その他
　今後、現在と同水準で推移するものとして計画しています。

　漁業集落排水処理施設機能保全計画に基づき、計画的に更新事業を実施することを目標とします。

目 標

　収益的収支においては、適切な時期に使用料改定を行うとともに、一般会計補助金を抑制することを目標
とします。
　また、資本的収支においては、投資財源となる国庫補助金、企業債の構成比率は固定されたものであるた
め、一般会計補助金を抑制することを目標とします。

目 標



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　現状において考えていません。

　令和３年度に開催した日南市下水道事業等運営審議会からの答申により、５年ごとの検証を基本とし
ます。使用料の見直しに関する事項

　現状において考えていません。

　現状において考えていません。

　現状において考えていません。

　現状において考えていません。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　常に経営状況の改善が図られるよう、毎年の決算状況を見ながら、概ね３～５年で投資・財政計画を検証します。

職員給与費に関する事項 　現状の水準で考えています。

動力費に関する事項 　現状の水準で考えています。

修繕費に関する事項 　現状の水準で考えています。

委託費に関する事項 　現状の水準で考えています。

その他の取組 　資産や経営状況を正確に把握し、効率的な事業運営を行っていきます。

薬品費に関する事項 　現状の水準で考えています。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　現状において考えていません。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　現状において考えていません。



経営比較分析表（令和5年度決算）
宮崎県　日南市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

535.49 91.57 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 漁業集落排水 H2 非設置

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

49,037

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

243 0.18 1,350.00 【】 令和5年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率
　黒字ではあるものの、経費回収率が示すように、
使用料収入では賄えない部分を他会計補助金に依存
している状況です。
③流動比率
　預金の増加及び未払金の減少により、流動資産が
前年度と比較して大幅に高くなっています。今後も
健全経営に努め、比率の上昇に努めます。
④企業債残高対事業規模比率
　類似団体平均値よりも高い状況です。使用料収入
が少額であるため、今後もこの傾向が続くと思われ
ます。
⑤経費回収率
　類似団体平均値よりも低い状況です。処理人口が
少ないことから、今後もこの傾向が続くと思われま
す。
⑥汚水処理原価
　汚水処理費の減少により、前年度を下回っていま
す。今後も同程度の率で推移すると思われます。
⑦施設利用率
　前年度と同程度の状況です。処理水量が年々減少
していることから、施設利用率は減少傾向です。
⑧水洗化率
　類似団体平均値よりも高い状況です。100%を目指
して、今後も更なる普及促進に努めていきます。

資金不足比率(％)

- 70.96 0.50 92.71 3,025

　管渠老朽化率及び管渠改善率は0%で推移していま
すが、夫婦浦地区が平成12年度、富土地区が平成15
年度に供用開始しており、今後は経年劣化による管
路施設の更新が必要になる見込みです。
　また、処理施設の電気・機械設備については、耐
用年数を超過しているため、機能保全計画に基づき
更新工事を行い、施設の延命化を図っていきます。

2. 老朽化の状況

全体総括

　本事業は、他会計補助金を充当することで経営を
維持しています。
　将来的には、処理区域内の人口減少による収入の
減少と施設の老朽化に対する工事請負費の増加が予
測されることから、他会計補助金や地方債の借入へ
の依存度がさらに増えることが予測されます。
　今後は、令和3年度に策定した経営戦略に基づ
き、計画的かつ合理的な経営管理に努めます。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【102.33】 【114.08】 【68.63】 【1,069.89】

【80.73】【28.16】【426.52】【39.89】

【30.98】 【0.00】 【0.00】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 R4 R5 R6

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 20,200 8,931 8,809 9,725 10,681 11,136 11,576 12,060 13,401 14,097 14,729 15,180 15,595
(1) 3,242 3,262 3,032 3,473 3,902 3,835 3,784 3,734 3,684 3,634 3,584 3,534 3,483
(2) (B)
(3) 16,958 5,669 5,777 6,252 6,779 7,301 7,792 8,326 9,717 10,463 11,145 11,646 12,112

２． 31,758 18,876 20,675 20,194 20,797 21,400 21,975 22,578 23,866 24,633 25,318 25,811 26,277
(1) 9,738 10,403 11,838 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

9,738 10,403 11,838 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

(2) 21,187 7,427 7,674 8,194 8,797 9,400 9,975 10,578 11,866 12,633 13,318 13,811 14,277
(3) 833 1,046 1,163 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

(C) 51,958 27,807 29,484 29,919 31,478 32,536 33,551 34,638 37,267 38,730 40,047 40,991 41,872
１． 46,409 21,061 24,375 25,682 26,888 28,094 29,245 30,451 33,027 34,561 35,931 36,917 37,848
(1) 10 113 241 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240

10 113 241 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240
(2) 9,947 9,404 12,095 12,325 12,325 12,325 12,325 12,325 12,325 12,325 12,325 12,325 12,325

1,910 1,582 1,910 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140
68 115 1,124 1,124 1,124 1,124 1,124 1,124 1,124 1,124 1,124 1,124 1,124

7,969 7,707 9,061 9,061 9,061 9,061 9,061 9,061 9,061 9,061 9,061 9,061 9,061
(3) 36,452 11,544 12,039 13,117 14,323 15,529 16,680 17,886 20,462 21,996 23,366 24,352 25,283

２． 2,303 2,165 1,412 1,329 1,253 1,172 1,087 1,018 1,121 1,100 1,097 1,105 1,187
(1) 1,693 1,552 1,412 1,329 1,253 1,172 1,087 1,018 1,121 1,100 1,097 1,105 1,187
(2) 610 613 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 48,712 23,226 25,787 27,011 28,141 29,266 30,332 31,469 34,148 35,661 37,028 38,022 39,035
(E) 3,246 4,581 3,697 2,908 3,337 3,270 3,219 3,169 3,119 3,069 3,019 2,969 2,837
(F)
(G) 153 458 510 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500
(H) △ 153 △ 458 △ 510 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500 △ 500

3,093 4,123 3,187 2,408 2,837 2,770 2,719 2,669 2,619 2,569 2,519 2,469 2,337
(I) 3,093 7,216 10,403 12,811 15,648 18,418 21,137 23,806 26,425 28,994 31,513 33,982
(J) 18,693 21,341 28,510 32,410 34,237 35,352 37,255 39,025 41,965 47,347 55,476 64,533 72,826

1,058 650 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600
(K) 20,280 13,342 13,331 13,517 14,765 14,502 15,188 15,256 13,531 11,419 10,934 12,031 12,898

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9,313 2,195 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 20,200 8,931 8,809 9,725 10,681 11,136 11,576 12,060 13,401 14,097 14,729 15,180 15,595

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

R7

営 業 収 益

R8 R13 R14 R15 R16R9 R10 R11 R12

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 R4 R5 R6

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 4,300 4,600 9,500 11,000 11,000 10,500 11,000 23,500 14,000 12,500 9,000 8,500 11,000

２．

３． 954 11,769 10,919 7,919 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

４．

５．

６． 4,288 4,592 9,500 11,000 11,000 10,500 11,000 23,500 14,000 12,500 9,000 8,500 11,000

７．

８． 81 81 81 81 81 81 81 81 81 81 81 81

９．

(A) 9,623 20,961 30,000 30,000 27,081 26,081 27,081 52,081 33,081 30,081 23,081 22,081 27,081

(B)

(C) 9,623 20,961 30,000 30,000 27,081 26,081 27,081 52,081 33,081 30,081 23,081 22,081 27,081

１． 9,542 9,199 19,665 22,600 22,600 21,600 22,600 47,600 28,600 25,600 18,600 17,600 22,600

２． 10,790 10,967 11,147 11,331 11,517 12,765 12,502 13,188 13,256 11,531 9,419 8,934 10,031

３．

４．

５．

(D) 20,332 20,166 30,812 33,931 34,117 34,365 35,102 60,788 41,856 37,131 28,019 26,534 32,631

(E) 10,709 0 812 3,931 7,036 8,284 8,021 8,707 8,775 7,050 4,938 4,453 5,550

１． 10,325 1,875 3,582 6,436 7,729 7,421 6,971 7,902 6,314 4,520 4,080 4,950

２．

３．

４． 384 125 349 600 555 600 1,736 873 736 418 373 600

(F) 10,709 0 2,000 3,931 7,036 8,284 8,021 8,707 8,775 7,050 4,938 4,453 5,550

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 109,811 103,444 101,797 101,468 100,951 98,687 97,177 107,478 108,207 109,137 108,675 108,573 110,913

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 R4 R5 R6

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

26,696 16,072 17,615 17,252 17,779 18,301 18,792 19,326 20,717 21,463 22,145 22,646 23,112

16,958 5,669 5,777 6,252 6,779 7,301 7,792 8,326 9,717 10,463 11,145 11,646 12,112

9,738 10,403 11,838 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

954 11,769 10,919 7,919 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

954 11,769 10,919 7,919 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

27,650 27,841 28,534 25,171 22,779 23,301 23,792 24,326 25,717 26,463 27,145 27,646 28,112

R16

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

R7 R8 R9 R10 R11 R12

計

そ の 他

R13 R14 R15

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

R15

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

R16

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

R9 R10 R11 R12 R13 R14R8R7


